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都市構造に着目した日蘭の自転車利用安全性の比較 

〜福岡市とロッテルダムに着目して〜 
 

 

廣松 航介 
 

1. 研究の概要 
1-1. 研究の背景と目的 
 我が国は、国民の自転車所有率世界第 7 位(1)を誇る

自転車大国であるが、自転車利用安全性の水準は低い。

自転車事故の総数としては減少傾向にあるものの、対

歩行者・自転車相互の事故件数は増加傾向にある(2)。

脱炭素社会やコンパクトシティの実現に向けて、今後

国内における自転車交通の重要性は高まると考えられ

るため、安全な自転車利用環境の創出に、より一層力

を入れて取り組む必要がある。このような背景から、

本研究では、日本と「自転車先進国」オランダにおけ

る自転車利用安全性の多面的な比較を行い、日本全体

の自転車利用安全性向上に資することを目的とする。 

1-2. 対象地の選定 

 オランダの都市は、旧来の街路形態を活かした「交

通セル方式(3)」によって自転車利用安全性を確保する

ケースが多く、交通政策の基盤となる都市構造が、そ

もそも日本の都市とは大きく異なる。そのため、日本

の都市と類似の都市構造を有するロッテルダムを対象

地として選定した。福岡市は、自転車利用率が全国平

均に比べ高いが、自転車乗用中死傷者数が多く(4)、国

内において安全性向上を図る優先度が高いと考え、そ

の比較対象とした（表 1）。 
 

表１ 対象地の基本情報 

項目 福岡市 ロッテルダム(5) 

人口(人,2020) 1,595,674(6) 650,597(7) 

面積(㎢,2020) 343.46(6) 324.14(8) 

人口密度(人/km,2020) 4,645.88 2,077.15 

自転車のモーダルシェア(%,2015)(9) 13.85(10) 20(11) 

自転車乗用中死者数(人,2018) 4〜6(12) 1(13) 

全体の死者数に占める割合(%,2018) 2.5〜3.8(12) 7.7(13) 

 
1-3. 既往研究と本研究の位置付け 

 既往の研究として、自転車事故 1)2)や、走行空間の実

態を調査した研究 3)4)5)は既に存在する。しかし、都市

構造という観点から福岡市とロッテルダムに着目し、

自転車利用安全性の多面的な比較を行った研究は、管

見の限り存在しなかった。よって、本研究の調査対象

とその選定理由に新規性があるといえる。 

1-4. 研究の構成と方法 

 本研究の構成として、まず第 2 章で、ウェブアンケ

ート調査結果から、日本とオランダの学生の自転車利

用意識を比較する。それによって、自転車利用安全性

に関わる要素のうち、本研究で着目する要素を決定す

る。次に第３章では、文献調査と幹線道路密度の算出

によって、都市の歴史的背景と現在の街路形態の関係

を読み解き、福岡市とロッテルダムを比較することの

妥当性を示す。さらに第 4章では、定量データに基づ

いた自転車事故リスクを比較し、それぞれの都市の自

転車利用安全性の傾向を把握する。そして第 5章では、

福岡市とロッテルダムの近代都市計画対象エリアにお

ける自転車事故発生状況を比較・分析し、日本の自転

車利用安全性向上へ向けた指針を得る。 

 

2. 自転車利用に関する意識の比較 

2-1. アンケート調査の概要 

 今後、日本で重視すべき自転車利用安全性の要素を

抽出するため、日本とオランダの自転車利用意識を比

較するアンケート調査を実施した。日本では主に九州

大学の学生から 71 件（2019 年 11 月）、オランダでは

主にライデン大学の学生から 80 件（2019 年 2 月）の

有効な回答を得た。調査は、Google Formを用いたウ

ェブアンケート方式で実施した。なお、法律に関する

質問項目は国によって法律が異なるため、最も基本的

と思われる 5 項目をそれぞれ選択した。 

2-2. 調査結果と考察 

 調査の結果、利用する自転車の種類に大差はないが、

走行空間に大きな違いがあることや、法律の理解度・

遵守度はオランダの方が高いことがわかった。また、

オランダでは熱心な安全教育を実施しているが、それ

でも一定数の人は法律を遵守しないことが確認された

（図 1）。さらに日本では、ハード面に起因する不満が

多く、自転車走行空間整備のニーズが高かった。一方

で、既に自転車走行空間整備が進んでいるオランダで

は、法律・マナーに起因する不満が多かった（表 2）。 

 以上の結果より、ソフト要素の改善による安全性の
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向上には限界があること、日本ではハード要素改善の

ニーズが高いことがわかった。よって次章以降では、

ハード要素にテーマを絞って議論を展開する。 
 

 
図 1 5 項目の基本的な法律の遵守度 

 

表 2 自転車利用者が歩行者・自動車に対して危険を感じる状況 

回答 日本(%) オランダ(%) 

走行空間に起因するもの 68.2 14.8 

法律・マナーに起因するもの 31.8 75.4 

その他 0.0 9.8 

 

3. 都市の歴史的変遷と現在の街路形態の関係 

3-1. 都市の歴史的変遷 

 本節では、アムステルダム・ロッテルダム・福岡市

の、都市の歴史的変遷を整理する。文献 6)7)によって 3

都市の都市史を整理した結果、概ね以下の通りとなっ

た（表 3）。 

表 3 都市の歴史的変遷 

項目 アムステルダム ロッテルダム 福岡市 

戦災の有無 無 有 有 

モータリゼーシ

ョンへの対応 

反対運動により 

脱却 

都市再編により 

やや脱却 

路面電車を廃止 

地下鉄を整備 

現在の都市構造 交通セル方式 やや自動車偏重 自動車偏重 

 
3-2. 都市内幹線道路密度の比較 

 本節では、前節で整理した都市の歴史的背景と、現

在の街路形態の関係を調査するため、都市面積に対す

る幹線道路延長距離の割合（幹線道路密度）を比較す

る。対象エリアとして、アムステルダムでは旧来の都

市構造を保っている Amsterdam Centrum、ロッテルダ

ムでは戦後の近代都市計画である“Het Basisplan”、

福岡市では戦後の「復興土地区画整理事業区域」を選

定した。対象道路は、両側 3 車線以上（トラム車線を

含む）かつ、都市内を縦横に走る道路を「幹線道路」

と定義し、選定した。Google Mapストリートビューで

道路を確認の上、Google マイマップ上で描画・距離の

測定を行い、幹線道路密度を算出した（図 2）。以下、

表 4に調査結果を示す。結果として、アムステルダム

が 2.24km/㎢と最も値が低く、次いでロッテルダムが

3.54km/㎢、福岡が 4.55km/㎢と最も高い値となった。 
 

   

図 2 対象道路（左からアムステルダム、ロッテルダム、福岡市） 

 
表 4 都市内幹線道路密度の比較 

項目 アムステルダム ロッテルダム 福岡市 

幹線道路延長(km) 18.03 17.73 16.15 

対象エリア(㎢) 8.04 5.01 3.55 

幹線道路密度(km/㎢) 2.24 3.54 4.55 

 
3-3. 調査結果の考察 

 文献調査と幹線道路密度の算出を行った結果、都市

の歴史的背景による現在の街路形態への影響が確認さ

れた。アムステルダムでは、旧来の都市構造を活かし

た交通セル方式を適用しており、幹線道路密度が最も

低かった。一方で、福岡市とロッテルダムでは、戦災

復興によって広幅員の幹線道路網が都市内に整備され

ており、アムステルダムよりも幹線道路密度が高い結

果となった。福岡市とロッテルダムは交通セル方式の

適用が困難な都市構造を有するという点で共通してお

り、両都市の比較は、妥当であるといえる。 

 

4. 自転車事故リスクの比較 

4-1. 1 億 km 走行当たり事故リスクの算出 

 本節では、日本・オランダ・福岡市・ロッテルダム

における自転車事故リスクを比較する。ウェブ上で

2015 年のオープンデータを収集し、1 億 km 自転車走

行当たりの事故リスクを導いた。調査結果を以下、表

5に示す。 

 まず走行距離に関して、オランダが 2.43km と最も

長く、ロッテルダムは 1.70km とそれよりもやや短か

った。日本と福岡市はさらに短く、それぞれ約 0.7km

で、ほとんど差はなかった。次に事故リスクに関して、

全体的にオランダ・ロッテルダムの方が、日本・福岡

市よりもリスクは低かった。死者数ではそれほど大き

な差は見られなかったものの、負傷者数では 10 倍以

上もの差がつき、日本と福岡市の負傷者数の多さが浮

き彫りとなった。また全項目の中で唯一、ロッテルダ

ムの重傷者数が日本の値を上回った。

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

よく/たまに守らないことがある

1項目常に遵守している

2項目常に遵守している

3項目常に遵守している

4項目常に遵守している

5項目常に遵守している

日本 オランダ
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表 5 自転車事故リスクの比較 

項目 日本 オランダ 福岡市 ロッテルダム(5) 

国民１人当たりの 

1 日の平均自転車走行距離(km) 
0.72(14) 2.43(15) 0.71(14) 1.70(11) 

1 億 km 走行当たり死者数(人) 2.30(16) 1.23(15) 0.50〜2.50(17) 0.52(13) 

1 億 km 走行当たり重傷者数(人) 25.61(18) 14.68(13) - 37.71(13) 

1 億 km 走行当たり軽傷者数(人) 267.12(18) 7.07(13) - 20.66(13) 

1 億 km 走行当たり負傷者数(人) 292.74 21.75 632.80(19) 58.89 

1 億 km 走行当たり事故件数(件) 297.16(18) 42.91(13) 644.53(19) 95.31(13) 

4-2. 調査結果の考察 

 調査の結果、まず日本とオランダでは、全体的にオ

ランダの事故リスクの方が低かった。しかし、死者数

という指標においては、日本のリスクはそれほど高く

ないことがわかった。実際に、オランダ交通省の資料

に日本の位置をプロットしてみると、ヨーロッパ 10 カ

国中では比較的安全性が高いことがわかる（図 3）。 

 次に、日本と福岡市では、死者数を除いて福岡市の

リスクの方が高かった。福岡市の死傷者全体のうち、

負傷者が９割超を占めており(20)、負傷者数の多さが福

岡市のリスクを高めていることがわかる。既往の研究

では、自転車交通事故負傷者数と一般道路歩道設置率

及び道路交通法違反取締件数の関連性が確認されてい

る 1)ことから、福岡市は他県と比較して、自転車の歩

道走行・道路交通法違反の割合が大きいことが予想さ

れる。 

 そして、オランダとロッテルダムでは、死者数を除

いた全ての項目で、ロッテルダムのリスクの方が高か

った。オランダ国内において、ロッテルダムは比較的

重傷化傾向が高い地域であり、その理由として、市街

地における自動車交通への暴露機会が多いことや、広

幅員かつ直線的な街路形態によって自転車の高速走行

が促されていることが考えられる。 
 

 
図 3 自転車走行距離と走行 km 当たり死者数の関係 

※Ministerie van Verkeer en Waterstaat（2007）を参考に作成 

5. 近代都市計画対象区域における事故傾向の比較 

5-1. 対象エリア・調査方法 

 第 4章での調査により、福岡市の自転車事故リスク

はロッテルダムよりも高いことがわかった。本章では、

そのリスクの差が生じている要因を、両都市の自転車

事故発生状況の比較から明らかにする。対象エリアと

して、第 3 章で扱った近代都市計画区域をそれぞれ選

定した。調査は、ウェブ上のオープンデータ（2018 年）

を Google マイマップ上にアップロードし、対象エリ

ア内の事故のみを抽出した上でデータを集計した。事

故データは、福岡市では福岡県警察のデータ 132 件を、

ロッテルダムでは SWOVのデータ 94件を使用した。 

5-2. 自転車事故傾向の比較 

 事故データのクロス集計結果を、1億 km走行当たり

の事故発生件数に換算したところ、特徴的な違いが見

られた（表 6）。福岡市では、交差点部における自動車

（第 1当事者）対自転車（第 2当事者）事故がロッテ

ルダムの 2倍以上と、全カテゴリーの中で最も多いこ

とが明らかとなった。また、事故発生箇所における交

差点の信号有無をマップ上で確認したところ、福岡市

で自動車・自転車事故が発生した 87箇所のうち、50箇

所が信号交差点、37箇所が無信号交差点であることが

わかった。 

 以上より、福岡市の自転車利用安全性がロッテルダ

ムよりも低い要因の 1つとして、信号交差点部におけ

る自動車・自転車事故数の多さが挙げられる。よって

次節では、信号交差点部における事故リスクをより詳

細に分析する。 
  

表 6 1 億 km 走行当たりの事故件数比較（単位：件） 

項目 カテゴリー 福岡市 ロッテルダム 

第1当事者・第2当事者 

(交差点) 

自動車・自転車 21.72 10.33 

自転車・自動車 1.50 1.55 

自転車・自転車 0.00 0.00 

自転車・歩行者 0.75 0.00 
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第1当事者・第2当事者 

(単路) 

自動車・自転車 6.24 5.68 

自転車・自動車 0.25 0.77 

自転車・自転車 0.50 0.52 

自転車・歩行者 1.50 0.00 

 
5-3. 自転車利用安全性向上へ向けた施策の検討 

 以下、図 4・図 5 の交差点図は、福岡市とロッテル

ダムにおける幹線道路同士の典型的な信号交差点を表

している。図中番号 1・2 で示した通り、福岡市では右

左折時に巻き込みや出会い頭事故のリスクがあるが、

ロッテルダムでは自転車道や路上の優先順位を示すシ

ャークティースサイン(21)によって、自転車利用者の視

認性が高められている。また福岡市では、自転車利用

者が歩道と車道の両方を行き来し、移動タイミングが

分散している。一方ロッテルダムでは、自転車利用者

は自転車道のみを走行し、自転車専用信号機に従って

移動するため、ドライバーが注意を払うべき対象・タ

イミングが非常に限定されていることがわかる。 

 以上より、交差点部における自転車道・自転車専用

信号の整備や自転車通行パターンの統一によってドラ

イバーの視認性を高め、注意対象を限定することが、

自転車利用安全性向上に貢献すると考える。 
 

 
図 4 渡辺通り・国体道路の交差点図 

 

 
図 5 Coolsingel・Blaak の交差点図 

6. 研究の総括 

6-1. 日本の自転車利用安全性向上の指針 

 本研究の調査結果より、日本や福岡市では、自転車

乗用中の死者数よりも負傷者数が圧倒的に多いことが

わかった。また、福岡市の近代都市計画対象区域内で

は、信号交差点部における自動車（第 1当事者）対自

転車（第 2当事者）事故の多さが、自転車利用安全性

の低下を招いていることが明らかとなった。そのため

安全性の観点からは、市域全体や単路に自転車道ネッ

トワークを形成するよりも、まず交差点部での自転車

利用環境改善に優先的に取り組む必要があると考える。

安全性向上へ向けた具体的な施策として、自転車イン

フラの整備や自転車利用者の通行パターン統一によっ

て、交差点部におけるドライバーの視認性を高めるこ

とが効果的と考えられる。 

6-2. 自動車偏重型都市における自転車利用安全性 

 本研究では、自動車偏重型都市における日蘭の自転

車利用安全性の比較・分析を行った。調査の結果、全

体的に福岡市よりもロッテルダムの事故リスクの方が

低いことがわかった。一方で、ロッテルダムでは負傷

者の重傷化率が高いことが確認された。日本では歩道

の低速走行が中心であるが、オランダでは自転車道を

高速で走行するため、その分事故時の損傷が大きいと

考えられる。このような傾向を踏まえ、我が国の自転

車利用安全性を高めるためには、自転車道整備一辺倒

ではなく、日本の自転車利用実態に即した柔軟な施策

を検討していく必要がある。 
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